
　歴史的価値のある記録を原則公開の立場で利用者に提供する公文書館では、個人情報の

取扱いをどのようにしているのでしょうか？個人情報保護制度との関連は？

　いくら原則公開であっても個人の権利利益と原則公開の両方を視野に入れた運営を公文

書館は行っています。今回はこの疑問に迫ってみたいと思います。

　公文書館における個人情報の取扱い

　まず、認識しておかなければならないことは、公文書館において学術研究用の資料とし

て特別な管理がされているものは情報公開制度・個人情報保護制度から適用除外されてい

る情報だということです。２つの制度との整合性を図りながら公文書館制度という別の制

度の中で個人情報の取扱いルールを定めています。

　情報公開条例と個人情報保護条例の両方の条例は、権利に基づく要求に応じて義務的に

情報を開示するため、公開の基準がかなり厳格に定められています。公文書館にこの基準

をそのまま適用すると 100 年・200 年のスパンで資料を運用していく公文書館の閲覧制度

は成り立たなくなってしまいます。そこで、いつまでその保護が必要なのかという時間的

経過を勘案し、一定年限が経過したら公開できるよう時限的措置をとれるようにしている

のが公文書館制度です。

　板橋区公文書館の公開基準

公文書館で登録された資料 閲覧制限される情報 閲覧制限期間

原　則　公　開
法令の規程で公開出来ない情報 非　公　開

プライバシーの侵害の恐れのある情報 ３０年

　以上のような大まかな取決めがあります。一般原則は３０年です。ただし、思想・病

歴・財産の状況など他人に知られたくない情報が記載されている公文書については、より

長い非公開期間をおかなければ個人の権利利益の保護ができません。そのために、情報の

内容によっては閲覧制限期間３０年を延長又は短縮することができる旨を規則で定めてい

ます。

さらに、公文書館では、非公開の資料に対して利用者の不服申立の制度がありません。

そのためどういった情報をいつまで非公開とするかという期限の具体的基準を作成しなけ

ればいけないと考えており検討を進めているところです。　　　　裏面あり　・・・・　
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閲覧制限期間を具体的に設定するということは、諸外国では既に定着しています。例えば、

アメリカでは、財産上の利害に関する情報 50 年・個人の医療情報 75 年・個人の人権を

侵害する恐れのある情報 75 年…… 等々です。残念ながら日本の公文書館でこのルー

ルを具体的に設定しているのは「京都府立総合資料館」だけです。（下表のとおり）

　京都の例は、板橋区版を作成するための参考資料にして参ります。是非、職員の皆様か

らもご意見をお寄せいただければ幸いです。

＜参考＞　　京都府立総合資料館　閲覧制限期間基準一覧
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